
1 

1 総説 

1.1 沿革 

本市の雨水排水についての計画は、市全域を対象とした「春日井市排水基本

計画」（以下、「排水基本計画」という）を昭和 52 年に策定し、直近では平成 19

年に見直しを行っている。また、下水道計画区域を対象とした「春日井市下水道

基本計画（雨水編）」も策定している。 

「春日井市下水道基本計画（雨水編）」では、当初、時間雨量 58.8mm/hr（５

年確率降雨）に対応する施設整備を目標としていた。その後、平成 16 年に「特

定都市河川浸水被害対策法」が施行され、この法律に基づき河川管理者・下水道

管理者及び流域内の地方公共団体により浸水被害防止を図るための計画である

「新川流域水害対策計画」が平成 19 年に策定され、本市の都市浸水対象降雨を

時間雨量 63.0mm/hr（10 年確率降雨）と定めた。 

直近では平成 24 年に汚水と雨水を合わせて「春日井市公共下水道基本計画」

の見直しを行い、下水道計画区域内の雨水整備を進めている。 

 

1.2 本計画の目的・主旨 

近年、降雨が局地化・激甚化し都市化の進展等にも伴い、浸水被害の発生やリ

スクが増加している。降雨の変化は気候変動によるものであり、気候変動の影

響による将来的な降雨量の増加を考慮した浸水対策計画の見直しが求められて

いる。一方、これまで整備してきた雨水管を全て新たな雨水流出量に対応する

断面にするには、多大な時間と費用が必要となる。 

そこで、気候変動の影響を踏まえた計画雨水流出量を設定し、その雨水量に

対応する対策施設の整備について効率的かつ効果的に行っていくため、「春日井

市下水道基本計画」の雨水に係る内容の見直しを行う。  
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本計画の主旨は以下のとおりである。 

 

  計画降雨に気候変動の影響を踏まえた雨水流出量に対応する雨水施設計

画の立案 

  現況及び将来の土地利用を踏まえた排水区域と流出係数の設定 

  実効性のある対策目標の設定 

  既存の雨水排水施設を活用した有効的な施設計画の立案 

  新川流域特定都市河川計画との整合 

 

 

1.3 計画見直しの概要 

本計画と既計画との計画諸元の対照表を表 1-1 に示し、本計画の計画一般図

を図 1-1 に示し、対象区域図を図 1-2 に示す。 

 

表 1-1 計画諸元対照表 

項目 既計画 本計画 摘要 

計画区域 4,687ha 4,687ha 
汚水処理区域と整合 

（図 1-1 参照） 

排水区数 156 排水区 175 排水区 

市全域の 296 排水区のう

ち、175 排水区を対象 

（図 1-2 参照） 

整備目標降雨 10 年確率降雨 10 年確率降雨  

降雨強度式 
  

愛知県提示式(名古屋地区) 

降雨強度 63.0mm/hr 63.0mm/hr  

降雨変化倍率 － 1.1 倍 中部地域 

雨水流出量算出式 合理式 合理式  

流出係数 0.30～0.80 0.30～0.75  
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図 1-1 計画一般図  
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図 1-2 対象区域図 


